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「第四次・新潟県建設産業活性化プラン」概要版

・県内建設産業の振興を図るため、平成18年に「建設産業活性化プラン」を策定し、以後、課題の変化等を踏まえ改訂を実施

・有識者の提言や建設企業意識調査等を踏まえ、「第四次・建設産業活性化プラン」を策定

１ 地域の安全・安心を担う産業（災害への対応、除雪への対応）
２ 地域のくらしを支える産業（社会基盤の整備、公共土木施設の維持管理）
３ 地域経済・雇用を下支えする産業（地域の基幹産業として）

Ⅰ 策定の経緯

現

状

求
め
ら
れ

る
役
割

Ⅳ 今後の重点課題

県内就業者の年齢構成割合の推移
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139

県内常用労働者の１人平均年間労働時間数

○ 県民の命とくらしを守る防災・減災対策の推進
○ 新・担い手３法の制定による取組の強化
○ ICT導入の加速化
○ 働き方改革の強化
○ 社会資本の老朽化の進行
○ ＳＤＧｓ達成への取組推進

ＳＤＧｓ
達成への貢献

企業の売上高経常利益率

利益率は上昇傾向 しかし･･･

製造業
(全国)

全産業
(全国)

建設業
(全国)

建設業
(新潟県)

1,699

1,972
1,902

Ⅱ 県内建設産業の現状

Ⅲ 県内建設産業に関わる環境変化

Ⅴ 目標と施策体系、Ⅵ 施策の展開

ＳＤＧｓ
達成に向けた
取組の推進

持
続
可
能
な
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会
づ
く
り
に
貢
献
す
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経営基盤の
強化

人材の
確保･育成

生産性の向上

目標 柱 ７つの施策

経営の安定化

経営課題の
解決支援

受注環境の向上

人材の確保･育成

ICT等の活用促進

新技術・新工法の
活用促進等

労働環境の改善

～ＤＸの活用～

～ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨの推進～

～ｳｨｽﾞ･ﾎﾟｽﾄｺﾛﾅ～

●建設企業におけるＳＤＧｓへの取組促進
・ＳＤＧｓ達成に向けた建設産業が果たす役割の認識共有とＰＲ
・企業における取組促進のための施策検討、実施

●制度改正後の低入札対策の安定運用

主な取組内容

●県内優先発注・県内調達の維持

●新分野進出の促進
●企業ニーズを踏まえた、専門家による相談対応

●施工時期平準化の推進
（ゼロ県債等の活用、施工時期選択可能工事制度の推進）

●人材確保・育成を行う団体への経費支援
（建設産業の理解促進、新規入職者研修、最新技術の見学会等）

●「週休２日取得モデル工事」の推進
（原則、全ての土木部発注工事を対象に）

●ICT活用工事の対象工種拡大、簡易型ICT活用工事の導入

●｢Made in 新潟｣登録技術のWebを活用した全国的な情報発信の推進

●ICT人材育成のための研修及び経費支援

計画期間：令和３年度～令和７年度（５か年）

○ ＳＤＧｓ達成に向けた、建設産業の具体的取組例の紹介による建設産業全体の取組促進

Ⅶ 持続可能な社会への貢献

施
策
の
進
行

・
評
価○ 令和５年度に中間評価を、令和７年度に最終評価を実施予定

○ 施策の進捗管理や改善のため、外部有識者による評価を実施

数

値

目

標

施策項目 指標 最終目標 現状値

１ 経営の安定化 県内建設業の利益率 全国の建設業平均以上 4.5％

２ 経営課題の解決支援 経営支援を受けた企業の満足度 向上させる 新たにｱﾝｹｰﾄ実施

３ 受注環境の向上 県発注工事の平準化率 0.90以上を達成 0.88 (全国２位)

４ 人材の確保･育成 県内建設業の常用労働者数 65,200人以上（減少幅を縮減） 65,809人

５ 労働環境の改善 県内建設業の労働時間 1,900時間以下（製造業並の労働時間） 1,972時間

６ ICT等の活用促進 企業におけるICTの活用状況 50％以上※①３次元測量、②ICT建機施工 ①14.7％②15.8％

７ 新技術・新工法の活用促進等 Made in 新潟に係る登録技術の販売実績 184億円以上（年率５％増加） 144億円

中間評価
＆改訂

次
期

プ
ラ
ン

令和３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

最終評価

Ⅷ プランの進行管理

施策の実施 施策の実施

○ 経営基盤の安定化

○ 将来を担う人材の確保

○ I C T化の加速

○ 産業イメージの変革

●中山間地域における協力体制構築の促進

●建設リサイクルの推進

（年） ※令和元年平均


